府中町放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務に係るプロポーザル実施要領
１　目的
府中町の放課後児童クラブに児童の入退室管理や保護者との連絡機能を有したシステムを導入し、児童の安全性の向上、保護者の利便性の向上、正確かつ迅速な情報の共有を図り、継続的かつ安全・安心な放課後児童クラブ運営を行うことを目的とする。
２　業務の概要
（１）　件名
府中町放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務
（２）　業務内容
別紙「府中町放課後児童クラブ入退室管理システム導入業務委託仕様書」のとおり
（３）　履行期間
ア　システム導入期間　契約締結日の翌日から令和８年１１月３０日まで
イ　システム稼働期間　令和８年１２月１日から令和９年３月３１日まで
（４）　履行場所
別紙「履行場所一覧」のとおり
（５）　提案限度額
ア　システム導入に係る経費
４２９，０００円（消費税および地方消費税を含む）
イ　期間運用中のシステム使用（保守管理を含む）に係る経費（月額）
５７，２００円（消費税および地方消費税を含む）
※　契約金額の上限額であり、この金額での契約を保証するものではない。ただし、見積書の金額が限度額を超えた場合は、その者の提案は無効とする。
※　システム稼働に係る利用料、保守費等については、事業成績が良好な場合は、５年を上限として、継続して委託契約を更新することも可能とする。その場合、年度毎の随意契約とし、年度毎に契約金額を支払うものとする。なお、予算については、各年度の当初予算に計上予定である。
３　プロポーザルの目的
本プロポーザルは、受託候補者を特定するにあたり、価格のみの競争ではなく事業者の実績、経験、専門知識、技術力、支援体制、企画力等が受託候補者としての適格性を有しているかを確認するために行う。プロポーザルに参加する事業者が提出する企画提案書等の内容およびヒアリングの状況を評価し、最も高い評価を受けた事業者を受託候補者として特定する。
４　参加資格
（１）応募要件
 　 類似業務（放課後児童クラブまたは類似施設におけるシステム導入・運用業務）の実績を有していること。
（２）欠格事項
次のいずれかに該当する者は、応募事業者となることができない。
ア　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者
イ　国、公社・公団及び府中町を含む地方公共団体において、指名停止期間中である者
ウ　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者
エ　国税及び地方税（消費税及び地方消費税並びに法人市町村民税、固定資産税及び事業所税等）を滞納している者
オ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員と関係を有する者
カ　政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条の規定によるもの）及び宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条の規定によるもの）と関係を有する者
（３）共同事業体による参加
ア　複数事業者により構成される共同事業体での参加も可能とする。
イ　共同事業体の全ての構成員は、（２）の欠格事項に該当しないこと。
ウ　 共同事業体代表事業者は、構成員と協定書を締結すること。協定書には構成員全員が本町に対し連帯責任を負う旨の条項を含めること。
エ　共同事業体の構成員は、単独又は他の共同事業体の構成員として本プロポーザルに参加することはできない。
５　スケジュール
	No
	スケジュール項目
	予定日程

	１
	実施要領等の公表
	公告日～令和８年９月２日（水）

	２
	実施要領等に関する質問の受付
	令和８年８月１７日（月）～２１日（金）

	３
	実施要領等に関する質問の回答期限
	令和８年８月２８日（金）

	４
	参加表明書及び企画提案書の受付
	公告日～令和８年９月２日（水）

	５
	一次審査（書類審査）結果通知
	令和８年９月９日（水）発送予定

	６
	二次審査（プレゼンテーション）
	令和８年９月１６日（水）予定

	７
	二次審査（プレゼンテーション）結果通知
	令和８年９月３０日（水）まで

	８
	契約締結
	令和８年１０月上旬



６　質問書の提出
本実施要領および仕様書の内容についての質問は、「質問書」（様式第２号）により、電子メールにて提出すること。なお、電子メールを送付したときは、その旨を電話にて連絡すること。
（１）　提出期限
令和８年８月２１日（金）　午後５時まで
（２）　宛先
メールアドレス：syakaikyouikuka＠town.fuchu.hiroshima.jp
電話番号：０８２－２８６－３２７２
（３）　質問に対する回答期限
令和８年８月２８日（金）　までに、町ホームページに掲示する
７　参加表明書等の提出
本プロポーザルへの参加を希望する者は、提出書類を次のとおり提出すること。
	
	提出書類名
	部数
	提出上の注意

	１
	参加表明書（様式第１号）
	１部
	

	２
	会社概要書（任意様式）
	１部
	パンフレット等の会社概要が分かるもの



（１）　提出書類（上表のとおり）
（２）　提出期限
令和８年９月２日（水）午後５時必着
（３）　提出場所
〒７３５－０００６　安芸郡府中町本町一丁目１０番１５号　くすのきプラザ１階　
府中町教育委員会事務局社会教育課
（４）　提出方法
持参又は郵送（郵送の場合は令和８年９月２日必着）
８　企画提案書等の提出
参加表明書を提出し、このプロポーザルに参加する者は、次のとおり企画提案書などを提出すること。なお、提案は１者１案とする。
	
	提出書類名
	部数
	提出上の注意

	１
	企画提案書（任意様式）
	正本１部
副本１部
	記載内容については、本要領８を参照すること

	２
	機能要件確認表（様式第４号）
	１部
	

	３
	見積書（任意様式）
	各１部
	見積書には以下にかかる経費の見積金額および積算内訳を記載すること。 
ア　システム導入に係る経費 
イ　期間運用中のシステム使用（保守管理を含む）に係る経費（月額）



（１）　提出書類（上表のとおり）
（２）　提出期限
令和８年９月２日（水）　午後５時必着
（３）　提出場所
〒７３５－０００６　安芸郡府中町本町一丁目１０番１５号　くすのきプラザ１階　
府中町教育委員会事務局社会教育課
（４）　提出方法
持参又は郵送（郵送の場合は令和８年９月２日必着）
（５）　企画提案書の様式
ア　用紙サイズはA４縦に統一し、目次をつけて1部ずつファイルに綴じること。
イ　提案書の枚数は、５０ページ以内とする。（表紙・目次を除く）
ウ　副本については、参加者を特定できる情報は除外すること。（社名、システム名等）
エ　提案内容はすべて実現可能なものとし、その実現にかかるすべての費用を見積金額に含めること。
（６）　提案書の記載事項
下記の内容を順序に従って具体的に記載すること。
１　システムの構成、運用方法
２　導入実績
３　機能要件確認表の機能
４　独自提案（追加で費用が発生する場合は、提案書に記載すること）
５　セキュリティ対策
６　保守の内容
７　操作・運用研修
８　導入・運用開始までのスケジュール
９　辞退届
参加表明書（様式第１号）を提出後に参加を辞退する場合には、持参又は郵送のいずれかで、参加辞退届（様式第３号）を速やかに提出すること。
10　選考方法
（１）　一次審査（書類審査）について
ア　参加事業者が４者以上の場合は、企画提案書等により書類選考を実施する。書類選考を通過した３者のみ二次審査（プレゼンテーション）へ参加できるものとする。
イ　すべての参加者に対し、選考結果を通知する。
ウ　選考結果等についての問合せは受け付けないものとする。
（２）　二次審査（プレゼンテーション）について
ア　実施日
令和８年９月１６日（水）
※時間および場所については、一次審査結果通知に記載する。
イ　実施時間
１者につき、プレゼンテーションは３０分以内（入退場・準備時間は含まない）とし、質疑応答は２０分程度とする。
ウ　実施内容
資料は、提出した企画提案書のみとし、企画提案書の記載順にプレゼンテーションを行うこと。出席者は、１者につき３名以内とすること。
なお、書類の提出が１者のみであった場合であっても、プロポーザルでの選定を実施する。
プレゼンテーション時、提案者の情報は可能な限り伏せること。なお、スライド資料やデモ画面等において、システムの仕様上やむを得ず商品ロゴ等が表示される場合はこの限りでない。
エ　会場設営
会場設営（スクリーン、プロジェクター、電源、HDMIケーブル等機器の設営を含む）については、本町にて行う。ただし、パソコンおよびネットワーク接続（インターネット）環境については必要に応じて各自準備すること。
11　審査方法
本プロポーザルの審査は、本プロポーザルのために組織された審査委員会において、提出された企画提案書等について、プレゼンテーションおよびヒアリングによる審査を行い、最高得点を得た事業者を受託候補者に特定する。
12　審査結果の通知および公表
二次審査の結果は、参加者全員に対し、令和８年９月３０日（水）までに、参加表明書に記載された連絡先に電子メールで通知するとともに、町ホームページで公表する。なお、審査結果等についての問合せには応じないものとする。
13　契約の締結
受託候補者の特定後、速やかに手続を行い、契約を締結する。また、仕様書の内容については、提案された内容を踏まえるなど、町との協議により内容を一部変更した上で、契約を締結することがある。
14　その他留意事項
（１）応募の無効（失格）について
 次のいずれかに該当する場合は、提案を無効とする。
 ア　提出期限、提出先及び提出方法に適合しない場合
 イ　見積金額が提案限度額を超えている場合
 ウ　提出書類に虚偽の記載があった場合
 エ　審査の公平性に影響を与える行為があった場合
（２）費用の負担
 本プロポーザルの参加に係る全ての費用は、応募事業者の負担とする。
（３）著作権および書類の取扱い
 ア　採用された提案書等の著作権は本町に帰属する。ただし、不採用となった提案書等の著作権は、原則として作成者に帰属する。
 イ　提出された書類の変更および返却は行わない。
（４）不服申し立ての禁止
 選考結果等についての不服および異議申し立ては一切認めない。
15　本プロポーザルに係る問合せ先
府中町教育委員会事務局社会教育課
所在地：〒７３５－０００６　安芸郡府中町本町一丁目１０番１５号　くすのきプラザ１階　
電話番号：０８２－２８６－３２７２
メールアドレス：syakaikyouikuka@town.fuchu.hiroshima.jp 

【評価基準および配点】
	評価項目
	評価の観点
	配点

	１　システムの構成、運用方法
	システムの構成が明確に示されているか。
	10

	２　導入実績
	放課後児童クラブ等への導入実績が十分にあるか。
	30

	３　機能要件確認表の機能 　①入退室管理機能
	それぞれの機能の説明があり、機能要件確認表記載のとおり備わっているか。
 ＜加点基準＞
 ・使いやすさ、見易さなどユーザの使用感において工夫がされている。 
・入力の自由度や細かな設定など、現場に合わせて柔軟な対応が可能である。
	10

	　②連絡メッセージ機能
	
	10

	　③予定実績管理機能
	
	10

	　④保護者連絡機能
	
	10

	　⑤管理機能・本部機能
	
	10

	　⑥保護者登録
	
	10

	４　独自提案
	有効な活用が見込まれる機能が備わっているか。
	10

	５　セキュリティ対策
	・仕様書に記載するセキュリティ要件を満たしているか。 
・個人情報漏洩防止のための工夫がされているか。
	30

	６　保守体制
	・保守の実施手順やサポート体制が明確になっているか。 
・緊急な対応が必要となった場合の対応が可能か。
	20

	７　操作・運用研修
	・研修方法が明確になっているか。
 ・操作マニュアルや手順書が用意されるか。
	20

	８　導入・運用開始までのスケジュール
	・役割分担や作業内容が明確となっており、不透明さがないか。 
・スケジュールに無理が無く、実現可能であるか。
	10

	９　見積金額
	・適正な積算に基づく提案金額となっているか。
・「システム導入に係る経費」と「期間運用中のシステム使用（保守管理を含む）に係る経費（月額）」の金額で評価する。
	10

	合計
	200
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